様式第１号
番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

指定調査機関指定申請書
介護保険法第115条の36第1項の規定により指定調査機関の指定を受けたいので，同条第2項の規定により，下記の書面を添えて申請します。
記

1　申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所
2　調査事務を行う事務所の名称及び所在地
3　申請者の定款，寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等
4　申請に係る事業の開始予定年月日
5　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び損益計算書
6　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び収支予算書
7　申請に係る意思の決定を証する書類
8　役員の氏名及び経歴，法人の種類に応じた構成員(社員，株主その他これらに類する者)の氏名(構成員が法人である場合には，その法人の名称)並びに構成員の構成割合
9　現に行っている業務の概要を記載した書類
10　調査事務の実施の方法に関する計画を記載した書類
11　申請者が介護保険法施行令第37条の3各号に該当しないものであることを誓約する書面
12　調査を行おうとする介護サービスの種類，その種類ごとの調査実施可能件数及び調査員の数
13　調査に関する苦情を処理するために講ずる措置の概要
14　その他指定に関し必要と認める事項
様式第２号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

指定情報公表センター指定申請書
介護保険法第115条の42第1項の規定により指定情報公表センターの指定を受けたいので，同条第2項の規定により，下記の書面を添えて申請します。
記

1　申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所
2　情報公表事務を行う事務所の名称及び所在地
3　申請者の定款，寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等
4　申請に係る事業の開始予定年月日
5　申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び損益計算書
6　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び収支予算書
7　申請に係る意思の決定を証する書類
8　役員の氏名及び経歴，法人の種類に応じた構成員(社員，株主その他これらに類する者)の氏名(構成員が法人である場合には，その法人の名称)並びに構成員の構成割合
9　現に行っている業務の概要を記載した書類
10　情報公表事務の実施の方法に関する計画を記載した書類
11　申請者が介護保険法施行令第37条の11において準用する同令第37条の3各号に該当しないものであることを誓約する書面
12　情報公表事務に関する苦情を処理するために講ずる措置の概要
13　その他指定に関し必要と認める事項
様式第３号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

指定調査機関(指定情報公表センター)変更届出書
指定調査機関(指定情報公表センター)の指定に係る事項に変更が生じましたので，介護保険法施行令第37条の4第2項(介護保険法施行令第37条の11において準用する同令第37条の4第2項)の規定により，下記のとおり届け出ます。
記

	1　調査事務(情報公表事務)を行う事務所
	名称：
所在地：

	2　変更の内容
	変更前：
変更後：

	3　変更の予定年月日
	年　　月　　日

	4　変更の理由
	

	5　添付書類
	(変更に係る書類を添付すること。)



様式第４号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

指定調査機関(指定情報公表センター)休止(廃止)許可申請書
　調査事務(情報公表事務)の全部(一部)を休止(廃止)したいので，介護保険法第115条の41(介護保険法第115条の42第3項の規定において準用する同法第115条の41)の規定により申請します。
記

	1　休止又は廃止に係る調査事務(情報公表事務)を行う事務所
	名称：
所在地：

	2　休止・廃止の別
	休止・廃止

	3　全部・一部の別
	全部・一部


	4　休止又は廃止の予定年月日
	年　　月　　日


	5　休止又は廃止の内容
	

	6　休止又は廃止の理由
	


様式第５号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

調査事務規程(情報公表事務規程)認可申請書
　調査事務規程(情報公表事務規程)の認可を受けたいので，介護保険法施行令第37条の6第1項前段(介護保険法施行令第37条の11の規定により準用する同令第37条の6第1項前段)の規定により，下記のとおり申請します。
記

	1　申請に係る調査事務(情報公表事務)を行う事務所
	

	2　添付書類
	


様式第６号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

調査事務規程(情報公表事務規程)変更認可申請書
調査事務規程(情報公表事務規程)の変更の認可を受けたいので，介護保険法施行令第37条の6第1項後段(介護保険法施行令第37条の11において準用する同令第37条の6第1項後段)の規定により，下記のとおり申請します。
記

	1　変更に係る調査事務(情報公表事務)を行う事務所
	名称：
所在地：

	2　変更の内容
	変更前：
変更後：

	3　変更の予定年月日
	年　　月　　日


	4　変更の理由
	

	5　添付書類
	(変更に係る書類を添付すること。)



様式第７号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

調査員養成研修指定申請書
介護保険法施行令第37条の7第1項に規定する調査員養成研修を行う者の指定を受けたいので，下記の書面を添えて申請します。
記

1　申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所
2　調査員養成研修の名称
3　調査員養成研修を行う施設の所在地
4　申請者の定款，寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等
5　申請に係る事業の開始予定年月日
6　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書
7　申請に係る事業に係る資産の状況
8　受講料その他調査員養成研修の受講者から受領する金額
9　調査員養成研修の課程並びに講師の氏名，履歴及び担当科目
10　その他指定に関し必要があると認める事項
様式第８号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

調査員養成研修事業変更承認申請書
調査員養成研修を行う者の指定に係る事項の変更の承認を受けたいので，介護保険法施行令第37条の7第4項第3号イの規定により，下記のとおり申請します。
記

	1　変更に係る調査員養成研修を行う施設
	名称：
所在地：

	2　変更の内容
	変更前：
変更後：

	3　変更の予定年月日
	年　　月　　日


	4　変更の理由
	

	5　添付書類
	(変更に係る書類を添付すること。)



様式第９号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

調査員養成研修事業廃止承認申請書
調査員養成研修に係る事業の廃止の承認を受けたいので，介護保険法施行令第37条の7第4項第3号イの規定により，下記のとおり申請します。
記

	1　廃止に係る調査員養成研修を行う施設
	名称：
所在地：

	2　廃止の予定年月日
	年　　月　　日


	3　廃止の理由
	


様式第１０号

番                  号

平成　  年  　月 　 日

（あて先）仙台市長
住      所

申 請 者  法  人  名

代表者氏名                         印

調査員養成研修事業変更届出書
調査員養成研修を行う者の指定に係る事項を変更したいので，介護保険法施行令第37条の7第4項第3号ロの規定により，下記のとおり届け出ます。
記

	1　変更に係る調査員養成研修を行う施設

	名称：
所在地：

	2　変更の内容
	変更前：

変更後：



	3　変更の予定年月日
	年　　月　　日


	4　変更の理由
	

	5　添付書類

	(変更に係る書類を添付すること。)


